
平成26年度 事業再評価 対象事業及び評価一覧表

※1　再評価理由 ※2　｢対応方針｣の分類
①国庫補助事業で、所管省庁の基準により事業再評価が必要なもの ０件 事業継続(Ａ)：完了時期を宣言し、重点的に実施するもの ２件

②事業開始年度から起算して５年目の年度において未着工のもの(＊) ０件 事業継続(Ｂ)：(Ａ)より優先度は劣るものの､予算の範囲内で着実に継続実施するもの ４件

③事業開始年度から起算して５年目の年度において継続中のもの(＊) １件 事業継続(Ｃ)：(Ａ)、(Ｂ)より優先度が劣り、限定的な実施にとどまるもの ３件

④事業再評価を実施した年度から５年以上が経過し、なお継続中のもの(＊) ９件 事業休止(Ｄ)：複数年にわたって予算の執行を行わないもの １件

⑤その他市長が特に必要と認めるもの ０件 事業中止(Ｅ)：事業を中止するもの ０件

＊平成26年度までに事業完了予定のものを除く。

分類※２ 取組内容 予算(案)

1

街路事業

ＪＲ片町線・東西線
連続立体交差事業

[④再評価後
　　5年経過(3回目)]

着工準備採択 H12
都市計画決定 未定[未定]
事業認可　未定[未定]
事業完了　未定[未定]
総事業費 650[650]億円
既投資額 3[2]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 0.4%[0.3%]
 用地取得率 －%[－%]
 工事進捗率 －%[－%]

1.40
事業休止

(Ｄ)
妥当

である
事業休止

(Ｄ)

　本事業は、３箇所の踏切を除却し、道路交通の円滑化と踏切事故の解消を図るとともに、土
地区画整理事業と連携して、一体的な都市基盤整備を図るものであり、機能的な道路ネット
ワークの充実とともに京橋駅周辺のまちづくりに必要不可欠な事業である。一方、多額の事業
費が必要な連続立体交差事業では事業中の路線に重点的に取り組み、早期の事業効果の発現を
目指していることから、都市計画決定が未了の本事業の実施については、事業中路線の進捗状
況や周辺地区の開発等社会経済情勢を見極め、整備に向けた環境が整った時点で検討すること
としており、前回評価時点からも事業が進捗していないため、「事業休止（Ｄ)」とする。
　なお、交通量の多い新喜多踏切の安全対策については引き続き検討していく。
　また、事業を再開する場合には、その妥当性について、あらためて大阪市建設事業評価有識
者会議の意見を聴取する。

・新喜多踏切の安全対策の検討 －

2

街路事業

新庄長柄線（菅原）
整備事業

[④再評価後
　　5年経過(4回目)]

事業開始 H７
事業完了 H30[H27]
総事業費 67[67]億円
既投資額 37[10]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 55%[15%]
 用地取得率 45%[37%]
 工事進捗率  0%[ 0%]

12.18
事業継続

(Ｃ)
妥当

である
事業継続

(Ｃ)

　本路線の整備は、歌島豊里線及び淀川北岸線へのアクセス性の向上や歩行者等の安全・安心
な通行空間の確保並びに緊急時の避難路等として必要な事業である。このため、本路線は、買
取要望等により取得した箇所から沿道建物との接道部分を仮舗装するなど、既設道路の歩道と
あわせた歩行者等の安全な通行空間の確保に努めている。
　しかしながら、街路事業では重点整備路線等の整備を優先的に実施しており、本路線につい
てはこれらに該当しないため、当面の間は買取要望に対応するための予算確保に努め事業を進
めることとし、今後、重点整備路線等が完了していくことで、予算の確保も見込めるため、残
る用地取得と道路整備を行い、事業効果の早期発現に努めることから「事業継続（Ｃ）」とす
る。
　今後も限られた予算の中で本路線への重点的な予算の配分は難しいため、順次買取要望への
対応等、限定的な事業実施とする。

・測量 200万円

3

街路事業

大和川北岸線
（公園南矢田）
整備事業

[④再評価後
　　5年経過(3回目)]

事業開始 H7
事業完了 H29[H25]
総事業費 27[27]億円
既投資額 26[26]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 96%[96%]
 用地取得率 94%[94%]
 工事進捗率 98%[98%]

－
事業継続

(Ｂ)
妥当

である
事業継続

(Ｂ)

　本路線の整備は、道路ネットワーク機能の強化や物流拠点である大阪港へのアクセス性の向
上に必要な事業である。
　本路線は、用地取得の難航により事業が長期化していたが、用地取得のできた区間から道路
整備を行い、一部区間を除いて道路として完成していることから事業効果は概ね発現してお
り、残りわずかな用地取得、整備工事を行うことで事業が完了する。また、年次計画どおりの
予算確保並びに用地取得における関係者との合意形成が得られることで、完了予定年度での完
成が見込めることから「事業継続（Ｂ）」とする。
　今後も予算の範囲内で着実な事業実施に努め、早期の完了をめざす。

・測量 200万円

4

街路事業

桜島東野田線
（四貫島）整備事業

[④再評価後
　　5年経過(2回目)]

事業開始 H12
事業完了 H30[H27]
総事業費 33[33]億円
既投資額 24[21]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 73%[65%]
 用地取得率 85%[72%]
 工事進捗率  0%[ 0%]

1.49
事業継続

(Ｂ)
妥当

である
事業継続

(Ｂ)

　本路線の整備は、道路ネットワーク機能の強化が図られ、ユニバーサルスタジオ・ジャパン
（ＵＳＪ）といった大規模集客施設を核とする此花西部臨海地区へのアクセス性が向上すると
ともに緊急時の避難路等として必要な事業である。
　本路線は、用地取得の難航により事業が長期化していたが、買取要望等により取得した箇所
から通路として暫定整備を行うとともに、既設道路には歩道を有していることから、歩行者の
通行空間は一定確保している。また、区間の約9割の用地取得が完了しており、本整備が可能
な箇所から工事着手するとともに、残る用地取得の目途も立っているので、年次計画どおりの
予算が確保出来ることで、完了予定年度での完成が見込めることから「事業継続（Ｂ）」とす
る。
　今後も予算の範囲内で着実な事業実施に努め、早期の完了をめざす。

・用地取得
・測量

1.5億円

5

街路事業

東野田河堀口線
（上本町）整備事業

[④再評価後
　　5年経過(2回目)]

事業開始 H12
事業完了 H31[H27]
総事業費 50[50]億円
既投資額 19[18]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 39%[36%]
 用地取得率 52%[51%]
 工事進捗率  0%[ 0%]

2.16
事業継続

(Ｃ)
妥当

である
事業継続

(Ｃ)

　本路線の整備は、都心東部の業務・住居機能が混在する地域における自動車・歩行者等の分
離を行い、道路交通の円滑化と歩行者等の安全・安心な通行空間を確保するとともに緊急時の
広域緊急交通路等として必要な事業である。このため、本路線は、買取要望等により取得した
箇所から通路として暫定整備するなど、既設道路東側の歩道もあわせて歩行者等の安全な通行
空間の確保に努めている。
　しかしながら、街路事業では重点整備路線等の整備を優先的に実施しており、本路線につい
てはこれらに該当しないため、当面の間は買取要望に対応するための予算の確保に努め事業を
進めることとし、今後、重点整備路線等が完了していくことで、予算の確保も見込めるため、
残る用地取得と道路整備を行い、事業効果の早期発現に努めることから「事業継続（Ｃ）」と
する。
　今後も限られた予算の中で本路線への重点的な予算の配分は難しいため、順次買取要望への
対応等、限定的な事業実施とする。

・測量 200万円
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6

住宅市街地総合整備
・住宅地区改良事業

生野区南部地区
整備事業

[④再評価後
　　5年経過(3回目)]

事業開始 H7
事業完了 H31[H31]
総事業費 573[594]億円
既投資額 290[252]億円
進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 51%[42%]
・都市計画道路
（河堀口舎利寺線）：
　用地取得率 75%[74%]
・主要生活道路
（仮称　生野東西線）:
　用地取得率 100%[88%]
・主要生活道路
（仮称　生野南北線）：
　用地取得率 65%[56%]
・都市再生住宅:3棟
　175戸完成
・住宅地区改良事業：
　改良住宅:4棟
　129戸完成

1.16
事業継続

(Ａ)
妥当

である
事業継続

(Ａ)

 本事業は、本市の密集住宅市街地の中でも特に、防災面や住環境面で多くの課題を抱えてい
ることから、局運営方針においても密集住宅市街地整備全体を牽引する役割を担うモデル事業
として位置付けられ、住宅市街地総合整備事業の拠点開発型と密集住宅市街地整備型及び住宅
地区改良事業の３つの事業手法による一体的な整備を実施している。
また、事業エリアが98.5haと大規模であり、優先地区全体(1300ha)に占める割合が高いことも
あって、本モデル事業の実績や経験が密集住宅市街地全体の事業推進に大きく影響を及ぼすこ
ととなることから、「事業継続（A）」とする。
 今後は、生野区役所と一体となり、まちづくり協議会と連携・協働して、権利者に対し粘り
強い交渉を行いながら、用地取得を行い、道路・公園や受け皿住宅の整備を計画的に進め、よ
り一層の事業展開を行い、それにより、平成31年度の事業完了を目指して重点的に実施してい
くものである。

・都市再生住宅：調査･設計

・住宅地区改良事業：
　　　　　　　　用地取得等

1,900万円

7,7億円

7

住宅地区改良事業

旭住宅地区改良事業

[④再評価後
　　5年経過(2回目)]

事業開始 H12
事業完了 H31[H26]
総事業費 54[55]億円
既投資額 26[23]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 48%[42%]
 用地取得率 31%[30%]
 住宅建設率 43%[30%]

1.03
事業継続

(Ｂ)
妥当

である
事業継続

(Ｂ)

 本事業は、密集住宅市街地内にある、不良住宅の自主建替が困難な地域において限定的に実
施している事業であり、地区住民が健康で文化的な生活を営むことのできる、住環境の整備・
居住水準の確保、地区周辺エリアも含めた防災力の向上を図るため必要な事業であることから
｢事業継続(Ｂ)」とする。
 今後は、平成31年度の事業収束をめざして、権利者に対し粘り強い交渉を行いながら、用地
取得を進め、計画的な改良住宅の建設・施設整備を行っていく。

用地取得等 7,300万円

8

区画整理事業

淡路駅周辺地区
土地区画整理事業

[④再評価後
　　5年経過(3回目)]

事業開始 H6
事業完了 H32[H32]
総事業費 368[368]億円
既投資額 307[227]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 82.88%
 建物移転
　　95.7%[71.3%]
 街路排水
　　48.5%[27.0%]
 街路築造
　　58.3%[38.2%]

街路
事業
1.25

区画
整理
事業
1.63

事業継続
(Ａ)

妥当
である

事業継続
(Ａ)

 本事業は、防災性の向上及び駅周辺の交通の円滑化など、事業実施の必要性が極めて高く、
連立事業とも緊密に連携し、重点的に事業進捗を図る必要があることから、評価は「事業継続
（A）」とする。
 平成30年度には地区東エリアの都市計画道路淡路駅前線の完成、高架切替後に地区西エリア
のまちの整備を行い、平成32年度の換地処分を目指し、引き続き連続立体交差事業と連携し、
事業の効率的実施を図っていく。

・整地工事
・上下水道等埋設管工事

21億円

9

港湾整備事業

南港東地区国際物流
ターミナル整備事業
[④再評価後
　　5年経過(2回目)]

事業開始 H12
事業完了 H33[H27]
総事業費 48[48]億円
既投資額 7.4[7.4]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 15.4%

1.20
事業継続

(Ｃ)
妥当

である
事業継続

(Ｃ)

　本事業は、大阪港における水深-13ｍを有する唯一の外貿一般貨物埠頭として国際物流の効
率化に資するものであるが、当面は国が実施する岸壁整備の事業進捗にあわせた限定的な事業
実施にとどまるため、事業継続（C）とする。
　国は、直轄事業として、平成28年度の暫定供用をめざして進めている国際コンテナ戦略港湾
の施設整備（夢洲C12延伸・主航路浚渫等）に続いて、岸壁整備の促進を図る予定であり、本
市としても、国直轄事業の進捗を踏まえて埠頭用地の整備を進めていく。

－ －

10

都市再生整備事業

咲洲コスモスクエア
地区ペデストリアン
デッキ整備事業

[③事業開始後
　　5年経過(1回目)]

事業開始 H22
事業完了 H29[H26]
総事業費 8.9[10.1]億円
既投資額 2.7億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 約30%

1.62
事業継続

(Ｂ)
妥当

である
事業継続

(Ｂ)

　本事業は、これまで、整備計画ルート（西ルート）上の土地所有者の開発計画が具体化され
なかったため本市施工のペデストリアンデッキ整備が遅延となっていたが、整備計画ルート上
の土地を含む咲洲コスモスクエア地区複合一体開発や結婚式場といった具体的な開発計画が見
込まれており、未利用地の減少とともにペデストリアンデッキ整備計画の進捗も見込まれてい
る。また、依然として、トレーラー等物流動線と歩行者動線が一部輻輳していることから、歩
行者の安全性及び快適性の確保のため、ペデストリアンデッキを整備する必要があることか
ら、本事業は「事業継続（Ｂ）」とする。
　本事業については、整備計画ルート上の土地の開発に合わせて実施するとし、平成29年度で
の完了に向けて事業を実施する。

基本設計・測量
土質調査

3,700万円

港
湾
局
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市
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備
局


